
「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」のポイント
検討の背景

○ Ⅰ「知ってもらう」、Ⅱ「食べてもらう」、Ⅲ「来てもらう」という視点から、「伝えるべき対象」、「伝えるべき内容」、「発信の工夫」等について、シンプルかつ
重要な事項順に明示。関係各府省庁では、これを基に情報発信。

○ 福島第一原発事故後６年9か月が経過した今なお、科学的根拠に基づかない風評被害や偏見・差別が残っている。
例） 福島県産農林水産物の全国平均価格との乖離(米：福島県-全国▲765円/60kg、肉用牛（和牛）：福島県-全国▲242円/kg(H28))、教育旅行をはじめとした

観光業の不振（教育旅行宿泊者数：震災前比61.3％(H28年度)）、学校における避難児童生徒へのいじめ 等

主な原因：放射線に関する正しい知識、福島県における食品中の放射性物質に関する検査結果、福島の復興の現状等の周知が不十分。

○ これまで行ってきた被災者とのリスクコミュニケーションに加え、広く国民一般に対して情報発信することにも重点を置く。より具体的な情報発信の方法等
を検討し、政府全体の戦略の下に各府省庁が、連携して統一的に取組を実施。

強化内容

知ってもらう
（１）伝えるべき対象
①児童生徒及び教育関係者、②妊産婦並びに乳幼児及び児童生徒の保護者、③広く国民一般

（２）伝えるべき内容
①放射線の基本的事項及び健康影響 ⇒ 日常生活で放射線被ばくゼロにはできない、放射線はうつらない、放射線による遺伝性影響は出ない、

放射線による健康影響は放射線の「有無」ではなく「量」が問題となる 等の８項目
②食品及び飲料水の安全性 ⇒ 世界で最も厳しい水準の放射性物質に関する基準の設定や検査の徹底により、安全が確保されて

いること 等の３項目
③これらに加え、復興が進展している被災地の姿等を発信することを明示

（３）発信の工夫
受信者目線で印象に残るような表現の工夫や、単なる資料配布に止まらないためのメディアミックスの活用、
放射線量を視覚的、感覚的にスケール感がわかりやすい形での発信 等

（４）風評払拭に向けて取り組むべき具体的な施策
①児童生徒への放射線教育 ⇒ 本戦略に基づく放射線副読本の改訂、副読本使用に止まらない具体的に伝わる取組の実施
②妊産婦及び乳幼児の保護者への情報発信 ⇒ 乳幼児健診の機会等を利用した情報発信の開始

（５）被災地の不安払拭に向けた取組
被災者及び被災地で活動する事業者等についても、双方向のリスクコミュニケーションをこれまで以上にきめ細かく実施

「総点検」を実施

（平成29年12月12日時点）

Ⅰ



食べてもらう

来てもらう

（１）伝えるべき対象
①小売・流通事業者、②消費者、③在京大使館、外国要人及び外国プレス、④在留外国人及び海外から日本に来ている観光客

（２）伝えるべき内容
①福島県産品の「魅力」や「美味しさ」、②食品及び飲料水の安全を守る仕組みと放射性物質の基準、③生産段階での管理体制 等

（３）発信の工夫
①福島県産品の利用・販売促進 ⇒ 県産品の「魅力」や「美味しさ」のみならず、安全性も理解してもらえるような工夫を行い発信
②国内外に向けた情報発信 ⇒ 放射性物質の基準値の国際比較による福島県を相対化した情報発信 等

（４）風評払拭に向けて取り組むべき具体的な施策
①福島県産品の利用・販売促進 ⇒ 「福島県産農林水産物の風評払拭対策協議会」における取組やふくしま応援企業ネットワークとの連携を

通じた販売場所の情報発信 等
②福島県農林水産物等の流通実態調査 ⇒ 調査結果等を踏まえた、小売・流通事業者への説明や理解を深めるための情報提供 等
③輸入規制の緩和・撤廃に向けた働きかけ ⇒ 外交ルートを通じた働きかけ、外国人プレスや観光客といった「草の根」からの働きかけ 等

Ⅱ

Ⅲ
（１）伝えるべき対象
①教師、PTA関係者、旅行業者、②海外からの観光客、外国プレス及び在留外国人、③県外からの観光客

（２）伝えるべき内容
①福島県の旅行先としての「魅力」、②福島県における空間線量率や食品等の安全、③教育旅行への支援策 等

（３）発信の工夫
①教育旅行関係者 ⇒ 「ホープツーリズム」※に関する発信、モニターツアー参加者の生の声の発信、パンフレットの活用 等

※福島県が行っている、復興に向け挑戦する「人(団体)」との出会いや「福島県のありのままの姿(光と影)」を実際に見て、聴いて、学んで、そして希望を見つけてもらう取組
②海外の居住者 ⇒ 様々な機関からの情報発信、“Fukushima”の検索結果としてポジティブな画像が表示されるための工夫 等
③県外の居住者 ⇒ メディアミックスを活用した放射線に関する正しい知識等の情報発信、被災者の生の声の発信 等

（４）風評払拭に向けて取り組むべき具体的な施策
①県外からの旅行者の回復 ⇒ 福島県ならではの「ホープツーリズム」の推進、復興のシンボルとしての「Jヴィレッジ」や「コミュタン福島」の紹介
②海外からの旅行者の回復 ⇒ 東北を対象としたプロモーション、現地ツアー等を通じた外国人プレスや観光客といった「草の根」からの発信 等

強化内容

今後の取組
（１）政府全体の取組
○ 戦略の具体化に向け、関係府省庁において、速やかに本戦略を踏まえたパンフレット等を作成するとともに、工夫を凝らした情報発信を実施。

復興庁においては、いち早く戦略を踏まえたモデル的なコンテンツを作成。また、メディアミックスによる情報発信を実施（平成30年度予算を要求中）。
（２）今後のフォローアップ
○ 「風評払拭・リスコミ強化戦略策定プロジェクトチーム」等を開催するなど、関係府省庁の取組を継続的にフォローアップする体制を整備し、本戦略に沿っ

て実施されているか等について点検。
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風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略 

 
平成 29 年 12 月 12 日 

  

Ⅰ．はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所の事故（以下「事故」という。）から６

年９か月が経過した。帰還困難区域を除くほとんどの地域で避難指示が

解除され、福島県の復興・再生に向けた動きが本格的に始まっている。 

風評の払拭については、これまでの取組により一定の成果を上げてい

るものの、福島県産農林水産物の全国平均価格との乖離や教育旅行をは

じめとした観光業の不振など、今もなお風評被害が根強く残っている。

また、学校における避難児童生徒へのいじめなど、原子力災害に起因す

るいわれのない偏見や差別が発生している。 

このような科学的根拠に基づかない風評や偏見・差別は、福島県の現

状についての認識が不足してきていることに加え、放射線に関する正し

い知識や福島県における食品中の放射性物質に関する検査結果等が十分

に周知されていないことに主たる原因があると考えられる。このことを

国は真摯に反省し、関係府省庁が連携して統一的に周知する必要がある。

その際、被災者とのリスクコミュニケーションに加え、この経験を活か

しながら、国民一般を対象としたリスクコミュニケーションにも重点を

置くこととする。国は被災者の思いや置かれた状況を忘れず、「知っても

らい」、「食べてもらい」、「来てもらう」ことによって、国民一人ひとりに

その思いを共感してもらうべく、全力を尽くすことが必要である。 

この際、健康影響への評価については、①放射線はその有無ではなく、

量的に考える必要があること、②現在、福島県では放射線の安全性が確

保されていること、③世界で最も厳しい水準の放射性物質に関する基準

の設定や検査の徹底により、福島県産食品及び飲料水の安全は確保され

ていること等を発信し、個々人の安心感の醸成にしっかりとつなげてい

くことに留意する必要がある。また、我が国の食品等に対して輸入規制

を課している国・地域へもこれらの情報を発信していく必要がある。 

このような問題意識を踏まえ、復興大臣のリーダーシップの下、「原子

力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォース」が設置した

「風評払拭・リスコミ強化戦略策定プロジェクトチーム」を構成する関
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係府省庁が、これまでのリスクコミュニケーション対策の総点検を行っ

た上で、有識者の意見を聴取し、専門家の間で共通している最新の科学

的知見等を踏まえ、「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」を

以下のとおりとりまとめた。 

 関係府省庁においては、本戦略に基づき、産業・生業の再生の大前提で

あり、被災者が安心して生活を送るためにも必要な風評払拭に全力で取

り組むこととする。なお、その際、福島県以外の被災地への風評にも配慮

しつつ取り組む必要がある。 

また、取り組んだ内容については、的確なフォローアップを行い、より

効果的な施策の実施につなげることとする。  
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Ⅱ．強化内容 

１．知ってもらう（放射線に関する正しい知識の理解と誤解の払拭） 

（１）伝えるべき対象 

①児童生徒及び教師等教育関係者 

②妊産婦並びに乳幼児及び児童生徒の保護者 

③広く国民一般 

 

【対象とする理由】 

被災児童生徒へのいじめの問題をはじめとした原子力災害に起因す

るいわれのない偏見や差別の背景には、放射線に関する正しい知識の

理解の欠如と福島県の現状に対する認識不足がある。こうした認識不

足による誤解は、時間の経過とともに固定化していくおそれがあるこ

とから、これまで放射線に関する情報に接することが少なかった地域

の住民を含め広く国民一般に対して早急に情報の発信が必要である。 

特に、価値観の礎となる児童生徒への教育では、正しい知識を持っ

た教師等が授業で使いやすく、児童生徒が分かりやすいコンテンツを

基に正確な情報を伝える必要がある。 

また、これから子供を持つ妊産婦を含めた保護者への情報発信も重

要であり、子供の健康影響等に関する情報を強く求めている妊産婦等

にも確実に正しい情報を届ける必要がある。 

 

（２）伝えるべき内容 

①放射線の基本的事項及び健康影響 

  (a)人の身の回りには日常的に放射線が存在し、日常生活において放

射線被ばくをゼロにすることはできない 1。 

      ※人工の放射線と自然の放射線とでは、人体への影響に違いはない。 

   (b)放射線はうつらない。 

   (c)放射線被ばくをした場合、子供への遺伝性影響が出ることはない。 

※原爆での事例を含め多くの調査においても、放射線被ばくに起因するヒトへの遺伝

性影響を示す根拠は報告されていない 2。 

(d)放射線による健康影響は、放射線の「有無」ではなく「量」が問

題となる 3。 

※放射線は五感で感じられないが、容易に測定することができる。 
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(e)放射線による発がんリスクの増加は、100～200ミリシーベルトの

被ばくをした場合であっても、野菜不足や高塩分食品摂取による

発がんリスクの増加に相当する程度である 4。 

※ヒトの集団を対象としたこれまでの種々の調査では、100ミリシーベルトを超える線

量の被ばくで、がんによって死亡するリスクが上昇することがわかっている 5。 

※日本人が自然放射線により日常的に受ける年間の被ばく線量は、平均 2.1 ミリシー

ベルトである 6。 

※日本人が医療行為（レントゲンやＣＴスキャン等）で受ける年間の被ばく線量は、平

均 3.9ミリシーベルトである 7。 

※１㎏あたり 100 ベクレルのセシウム 137 を含んだ食品を食べて１ミリシーベルトの

被ばくをするためには、約 770㎏の食品を食べなければならない（成人の場合）8。 

※現在、国際放射線防護委員会（ICRP）は、平時における公衆の追加被ばく線量を年間

1ミリシーベルトを超えないことを勧告しているが 9、ヒトの集団を対象とした研究

では、1ミリシーベルトを少しでも超える線量の被ばくが、がんのリスクを増加させ

るという知見はない。 

※空間線量率から推定される被ばく線量は、住民の行動様式や家屋の遮へい率を一律

に仮定（365 日毎日、屋外に８時間、屋内に 16 時間滞在し、家屋による放射線の遮

へい率を 60％と仮定）していることなどの要因により、個人線量計等を用いて直接

実測された個々人の被ばく線量（個人線量）の測定結果とは異なることが知られてい

る。この仮定では、例えば空間線量率が毎時 0.23マイクロシーベルトであった場合

に、年間の追加被ばく線量は１ミリシーベルトに相当することになる 10。しかしなが

ら、平成 24年の南相馬市での調査では、個人線量計を用いた個人被ばく線量の実測

値は、空間線量率から推定される計算値と比べて平均で３分の１に留まったことが

報告されている 11。 

※１ミリシーベルトの外部被ばくと、１ミリシーベルトの内部被ばくは、健康への影響

の大きさは同等とみなせる。 

   (f)事故による放射線被ばくの健康影響は証明されていない。 

    ⅰ)福島県による県民健康調査において推計された外部被ばく線

量では、放射線による健康影響があるとは考えにくいと評価

されている 12。 

※県民健康調査では、事故後４か月の外部被ばく線量は 99.8％が５ミリシーベル

ト未満と推計している 13。 

ⅱ)福島県は、内部被ばく検査を行った結果、健康に影響が及ぶ数

値ではないと評価している 14。 
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※福島県が平成 23 年６月から平成 29 年９月までに実施したホールボディ・カウ

ンタ（WBC）を用いた内部被ばく検査での預託実効線量は、99.99％が１ミリシー

ベルト未満と推計している 15。 

    ⅲ)事故当時胎児であった子供において、先天異常の発生率の上

昇は認められていない 16。 

    ⅳ)原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）は、 

・事故による被ばくによる死亡や身体的機能への重大な影響

等（急性放射線症候群、脱毛等）は確認されていない、 

・今後、がんの発生率に識別できるような変化はなく、被ば

くによるがんが増加することも予想されない、 

・福島県でチェルノブイリ原発事故の時のように放射線によ

る多数の甲状腺がんの発生を考える必要はない、 

と結論付けている 17。 

※福島県以外の３県（青森県、山梨県、長崎県）における甲状腺結節性疾患有所見

率等調査（平成 24 年度環境省実施）と、福島県による甲状腺検査は、ほぼ同様

の結果と評価されている 18。 

※東日本大震災における震災関連死のうち、福島県における避難所等への移動や

そこでの生活に係る肉体・精神的疲労が原因と考えられる死者数は約４割とな

っており、事故に伴う避難等による影響が大きいと考えられる 19。 

    (g)事故とチェルノブイリ原子力発電所事故とは異なる。 

    ⅰ)チェルノブイリに比べ放出された放射性物質の量は７分の１

である 20。 

    ⅱ)避難指示 21や出荷制限 22など事故後の速やかな対応によって、

放射性物質が住民の体内に取り込まれた量は非常に少ない 23。 

  (h)福島県内の空間線量率は事故後６年で大幅に低下しており、全国

や海外主要都市とほぼ同水準となっている 24。 

※東京電力福島第一原子力発電所から半径 80㎞圏内の航空機モニタリングによる地表

面から１ｍの高さの空間線量率は、約 71％の減少となっている（平成 23 年 11 月と

平成 28 年 10月で比較）25。 

※日々の生活の場における面的除染はほぼ完了（平成 29 年３月末時点）。また、除染

が実施された地域では、空間線量率が大幅に低減している 26。 

※世界では、自然放射線による被ばく線量が年間５ミリシーベルトを超える地域に

1000万人以上が居住している 27。 
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②食品及び飲料水の安全を守る仕組みと放射性物質の基準 

 (a)福島県産の食品及び飲料水は、放射性物質に関する検査の徹底に

より、安全が確保されている 28。 

  (b)日本の食品及び飲料水の放射性物質の基準は、世界で最も厳しい

水準となっている。 

※安全側の仮定に立って、一般食品では 100ベクレル/kg、飲料水では 10ベクレル/kg

などの非常に厳しい基準を設定している 29。 

 (c)福島県において、現在、基準値を超える食品及び飲料水はほとん

どない 30。特に、福島県産米については、平成 27 年産米以降、

基準値を超過したものはなく、畜産物は平成 24年 12月以降、海

産魚介類は平成 27 年４月以降、基準値以内である。なお、検査

により基準値超過が確認された場合は、市場に流通しないよう必

要な措置がとられている。 

※福島県内で生産管理された農林水産物においては、平成 27、28年度で基準値を超過

するものはなかった（検査年度ではなく生産年度の場合）31。 

※野生のきのこ・山菜類、野生鳥獣肉、河川・湖沼の魚類では基準値を超過したものも

見られるが、検査により基準値超過が確認された場合は、市場に流通しないよう必要

な措置がとられている 32。 

※飲料水については、平成 24年４月以降、基準値を超過したものはない 33。 

 

③復興が進展している被災地の姿 

  復興に向けて前向きな取組を行う人々の姿や実際に被災地において

のハード・ソフト面の復興が進んでいる状況を、風評払拭につながる

形で発信する。 

 

④東京電力福島第一原子力発電所等に関する情報 

  東京電力福島第一原子力発電所の現状について正確な情報が伝わっ

ていないことによって、福島県の現状等に対する不安が拭えない場合

もある。そのため、廃炉・汚染水対策については、世界の叡智・技術を

結集しつつ、国が前面に立って安全かつ着実に進めていることについ

て、関係府省庁における発信媒体の性質などを踏まえ、必要に応じて

簡潔に分かりやすい情報発信を行う。 

 

（３）発信の工夫 
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情報発信にあたっては、対象に応じたコンテンツの作成と広報媒体の

選択を行うとともに、次の事項に留意するものとする。 

①簡潔な表現 

上記「（２）伝えるべき内容」をその重要度の高いものからシンプル

に発信する。 

 

②客観的な情報発信 

放射線に関する正しい知識をより広い視野から理解できるよう、客

観的な情報の発信を行う。 

  (a)データの全国・国際比較等により、福島県の状況を相対的に理解

できる情報を発信する。 

(b)化学物質など放射線以外のリスクを示しつつ、放射線リスクを相

対化して発信する。 

※例えば、能動喫煙・受動喫煙や大量飲酒等の発がんリスクについても発信する。 

  (c)福島県における低線量被ばくに相当する放射線量を視覚的、感覚

的にスケール感が分かりやすい形で発信する。その際、発がんリ

スクの増加、医療被ばく、自然放射線等に相当するそれぞれの放

射線量と比較して説明する。 

※福島県内ではマイクロシーベルトを単位とした１時間当たりの空間線量率に関する

情報発信が多いことに留意し、福島県における情報発信の際にはマイクロシーベル

トを併記する等の工夫を行う。 

  (d)国連食糧農業機関（FAO）や UNSCEAR など国際機関をはじめとし

た信頼されている第三者機関による発信を活用する。 

 

③表現の工夫 

放射線に関する科学的な説明は難解になりがちであることから、次

のような工夫を積極的に取り入れることとする。 

  (a)受信者目線で印象に残る工夫を凝らす（例えば、サイドストーリ

ーとともに発信するなど）。 

  (b)放射線に関する情報発信のみを行うのではなく、食品リスク、発

がんリスク、防災、子育て等の情報と一体的に発信する。 

  (c)未だ解明されていない点については、必要十分な表現を心掛ける。

（例えば、年間 100ミリシーベルト以下の被ばくは、他の要因に

よる発現の影響によって隠れてしまうほど発がんリスクが小さ
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いにもかかわらず、単に「健康影響は未だ結論が出ていない。」と

だけ記載すると、かえって不安を煽ることになりかねない。） 

  (d)固い表現でなく、親しみやすい表現とするとともに、マンガ、ア

ニメーション、動画など親しみやすいコンテンツを作成する。 

  (e)情報発信を行う際に活用しやすいコンテンツを作成する。 

  (f)形式にとらわれず、魅力あるコンテンツを作成するディレクター

を活用するなどクオリティの高いコンテンツの作成を目指す。 

 

④メディアミックス 

一般の国民を対象とする情報の発信は、各世代、地域、関心事項等

に合わせて、インターネット、テレビ、ＳＮＳ等を活用したメディア

ミックスにより効果的に行う。 

 

（４）風評払拭に向けて取り組むべき具体的な施策 

本戦略に基づき、（３）までに記載した事項について効果的に実施する

ため、以下の取組を行う。 

①放射線教育 

  福島県内だけでなく、県外の児童生徒にもしっかりと伝えるべき内

容が伝わるような「仕組み」をつくる。 

(a)放射線副読本については内容及び構成を見直す。また、いたずら

に不安を煽る曖昧な表現は避けるとともに、児童生徒がしっかり

理解できるように小問題を入れるなどの工夫を行う。 

  (b)放射線副読本の使用にとどまらず、児童生徒に具体的に伝わるよ

うに以下の取組を行う。その際、教師等教育関係者や保護者へも

伝わるよう工夫を行う。 

ⅰ)出前授業や教師・教育委員会職員への研修は規模を拡充し、改

訂した放射線副読本を具体的に使用するとともに、個々の教

師が授業で使いやすいコンテンツの開発を行う。その他、放射

線教育に対する教育委員会への理解を求める取組を進める。 

ⅱ)原子力災害等を乗り越えて次代の社会を形成することに向け

た現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力を、教科等

横断的な視点で育成するため、理科、社会、技術・家庭、保健

体育などの各教科、道徳、総合的な学習の時間、特別活動にお

いて放射線に関する教育を行う。具体的には、当該教育におい
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て国が副読本や指導資料等の参考資料を作成・共有するに際

しては、放射線に関する情報やモデル事例を記載する。また、

放射線に関する教育においても主体的・対話的で深い学びの

視点からの授業改善の推進に取り組む。さらに、例えば食の安

全や、がん、災害などを授業等で取り扱う際に、放射線に関し

ても併せて扱うなどの工夫を促す。 

ⅲ)保護者等にも放射線教育を理解してもらえる取組を進める。

その際、親子による放射線副読本の活用を促す工夫を施した

り、教師への研修等の機会を通じて、授業参観等における放射

線教育の実施を促す工夫を行う。 

ⅳ)福島県環境創造センター交流棟「コミュタン福島」をはじめと

した放射線教育関連施設への訪問の促進、教育委員会を通じ

た全国の博物館等への放射線教育に関する情報提供の実施、

コミュタン福島が保有する放射線教育コンテンツの国立科学

博物館等における活用の検討など、課外活動や学校外活動を

通して放射線の正しい知識に触れられる機会を増加させるよ

う工夫する。 

  (c)放射線教育を促進する大前提として、いかなる理由があっても

「いじめ」は決して許されず、事故によって避難したことを理由

とする「いじめ」も同様であることを改めて徹底する。 

 

②妊産婦及び乳幼児の保護者への情報発信 

  子供の健康影響等に関する情報を強く求めている妊産婦や乳幼児の

保護者に対しては、母子健康手帳の交付や乳幼児健康診査等の機会に、

自治体や病院を通じて、パンフレット等を活用した情報発信を行う。

また、自治体並びに保育所、幼稚園及び認定こども園を通じて、乳幼児

の保護者に正しい情報が伝わるよう工夫する。 

 

③教育現場の外も含めた研修等 

  全国の自治体等の新任職員等を対象とした研修や児童生徒・保護者、

教師等を対象としたセミナー、NPO 等と連携した車座集会について充

実・強化を図る。また、経済団体等に対し放射線に関する研修等の実施

を要請する。 
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④被災地と連携した情報発信 

  被災地の現状等についての正しい理解を促進するため、以下の取組

を行う。 

(a)被災者の生の声を全国メディア等に届けることにより、被災地の

現状・課題や復興に向けて取り組んでいる姿を直接伝える。 

(b)県外避難者に、福島県を訪問し、現状を理解してもらう取組を行

う。 

 

⑤これまでに蓄積されたデータの継続的・効果的な発信 

  空間線量率や食品及び飲料水中の放射性物質に関する検査等のデー

タについて、関係府省庁において、分かりやすくかつ継続的に発信を

行う。 

 

⑥広く国民一般への情報発信 

(a)各世代、地域、関心事項等に合わせて、インターネット、テレビ、

ＳＮＳ等を活用したメディアミックスにより効果的に情報発信

を行う。あわせて、その効果の検証も行う。 

(b)自治体等において、関係府省庁のパンフレットを活用するなど、

情報発信を行う。 

 

（５）被災地の不安払拭に向けた取組 

（４）までに記載した国民一般に向けた「知ってもらう」取組に加え

て、被災地においても、放射線の問題によって生活上の不安等を抱える

住民がいることから、地元においてもしっかりとした安心感を持てるよ

うにすることが重要である。被災者及び被災地で活動する事業者等につ

いて、対象のニーズに応じた双方向のリスクコミュニケーションをこれ

まで以上にきめ細やかに実施することが必要である。 

 

①相談員等による相談対応の強化 

直接住民等の相談に応じる相談員等がより円滑に活動できるよう、

「放射線リスコミュニケーション相談員支援センター」（以下「相談員

支援センター」という。）を中心として、関係府省庁等が連携し、相談

員等が説明に必要とする情報ニーズを収集するとともに、好事例の共

有などを行い、住民目線で分かりやすい形での情報提供を効果的に行

う。また、相談員等と放射線の専門家やその他支援機関との連携強化
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を行う。これら情報提供や連携強化に向けて、相談員や自治体・県・国

が参画する新たな連携強化の枠組みを創設する。 

さらに、行政は相談員や被災者の情報ニーズのくみ上げを積極的に

行い、取組の改善を行うとともに、その成果を必要に応じて県外へも

展開する。 

 

②東京電力福島第一原子力発電所に関する情報の適切な共有 

 東京電力福島第一原子力発電所に関して、相談員支援センター等を

活用し、相談員に積極的にタイムリーな情報を共有することで、住民

の関心や疑問の把握を行うとともに、相談員等を通じた情報提供を行

い、双方向のコミュニケーションの充実を図る。 

 

③放射性物質対策を基盤とした環境再生に至る理解促進 

被災地において、除染による線量低減効果等の結果、避難指示が解

除され、地域社会がどのように再生に向かっているのか一連のつなが

りの流れで理解できるように、環境再生プラザ等による情報発信を強

化する。 

 

④現地事業者への適切な情報共有や働きかけの強化 

福島県における事業活動において、放射線不安を理由として、避難

指示が解除された地域での事業活動に支障をきたすことのないよう、

業界団体や個別事業者等に対する正確な情報提供や説明を強化する。  
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２．食べてもらう（農林水産物の風評の払拭） 

（１）伝えるべき対象 

①小売・流通事業者 

②消費者 

③在京大使館、外国要人及び外国プレス 

④在留外国人及び海外から日本に来ている観光客 

 

【対象とする理由】 

小売・流通事業者が福島県産農林水産物の安全性に関する理解を一

層深め、適切な消費者対応ができるようになることは、福島県産農林

水産物が適正な評価を受けて取り扱ってもらう上で必要なことである。 

一方、消費者の福島県産農林水産物を応援したい、購入したいとい

う気持ちを実際に購買活動に結び付けることも重要である。 

また、未だに輸入規制を課している国・地域に対しては、引き続き

緩和・撤廃への粘り強い働きかけが重要である。さらに外国プレス等

を通じて幅広く説明し外国の国民に理解してもらうことも必要である。

加えて、草の根・口コミによる発信も効果的であり、在留外国人や海

外から日本に来ている観光客も対象とすることが有効であると考えら

れる。 

※福島県産を中心とする日本産農林水産物の輸入を規制していた国・地域のうち、イラン、モ

ーリシャス、カタール、ウクライナ、パキスタン、サウジアラビア、アルゼンチン等 26か

国が規制を完全撤廃し、また、米国、ニューカレドニア、UAE、レバノン、ロシア等で規制

緩和が進展。EU については平成 29 年 11 月、放射性物質に係る日本産食品の輸入規制の改

正規則案（福島県産のコメが規制対象品目から除外等）が欧州委員会において採択され公布

された（12月１日から施行）。（平成 29年 12月現在）34 

 

（２）伝えるべき内容 

①福島県産品の「魅力」や「美味しさ」 

福島県産品の取扱いや購買行動に結びつける大前提として、福島県

産品の「魅力」や「美味しさ」を伝えることが必要。 

※福島県は、南関東一都三県よりも面積が広く、南北に延びる奥羽山脈と阿武隈高地によっ

て、浜通り、中通り、会津地方に区分されるが、冬季温暖で日照時間が長い浜通り地方から、

気温の日較差の大きい会津地方に至るまで、それぞれの特徴を生かした地域性豊かな農林

水産業が営まれている。 
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※福島県の占める全国順位（収穫量ベース）を見ると、米稲が全国７位（平成 28年）、きゅう

りが全国４位（平成 28 年）、モモが全国２位（平成 28年）であるなど、多くが上位に位置

している 35。 

※美味しさとしては、平成 28年産の浜通り・中通り・会津産コシヒカリが特 Aランクに位置

付けられている 36。モモについては、産地が中通りの盆地に形成されており、夏特有の暑さ

により凝縮された甘さがある。特に、県内のモモ生産量の約半分を占める品種「あかつき」

については、桑折町産が平成６年から 24年連続で皇室への献上品に選ばれている 37。 

 

②食品及び飲料水の安全を守る仕組みと放射性物質の基準 

(a)福島県産の食品及び飲料水は、放射性物質に関する検査の徹底に

より、安全が確保されている 38。 

(b)日本の食品及び飲料水の放射性物質の基準は、世界で最も厳しい

水準となっている。 

※安全側の仮定に立って、一般食品では 100ベクレル/kg、飲料水では 10ベクレル/kg

などの非常に厳しい基準を設定している 39。 

(c)福島県において、現在、基準値を超える食品及び飲料水はほとん

どない 40。特に、福島県産米については、平成 27 年産米以降、

基準値を超過したものはなく、畜産物は平成 24年 12月以降、海

産魚介類は平成 27 年４月以降、基準値以内である。なお、検査

により基準値超過が確認された場合は、市場に流通しないよう必

要な措置がとられている。 

※福島県内で生産管理された農林水産物においては、平成 27、28年度で基準値を超過

するものはなかった（検査年度ではなく生産年度の場合）41。 

※野生のきのこ・山菜類、野生鳥獣肉、河川・湖沼の魚類では基準値を超過したもの

も見られるが、検査により基準値超過が確認された場合は、市場に流通しないよう

必要な措置がとられている 42。 

※飲料水については、平成 24年４月以降、基準値を超過したものはない 43。 

(d)食品及び飲料水中の放射性物質に関する検査結果は、すべて公表

されている。 

※検査結果は、厚生労働省が取りまとめ、ホームページにて公表している 44。 

(e)日本での放射性物質に関する対策については、国際原子力機関

（IAEA）をはじめとした国際機関からも評価されている 45。 
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(f)平均的な食生活で、食品中の放射性セシウムから人が１年間に受

ける放射線量は最大でも１ミリシーベルトの 0.14％であった（平

成 28年９～10月調査）46。 

※毎年２回、マーケットバスケット調査を実施して確認している。 

(g)日本では、事故の発生国であることを踏まえて、海外の基準値よ

りも条件設定を厳しく行っていた。 

※規制値相当の放射性物質を含む食品の割合（占有率）はコーデックス委員会が 10％

に対して日本が 50％と厳しく仮定している 47。 

※日本は、食料自給率が 40％（カロリーベース）であることを踏まえて国産率を 50％、

また国産品は 100％が汚染されていると仮定して、基準値を算出している 48。 

 

③生産段階での管理体制 

(a)生産現場では、農畜産物の安全を確保するため、放射性物質の吸

収抑制対策等の取組を行っている。 

※カリウムの追加的な施肥による水稲等への吸収抑制対策、樹体洗浄や粗皮削りによ

る放射性セシウムの低減対策等 49。 

(b)福島県では、農業者及び農業者団体による第三者認証 GAP取得に

向けた取組を行っている。 

※GAP（農業生産工程管理）等の認証を取得することにより、安全な農産物を求める消

費者、流通業者に対し、農産物の安全確保の取組を客観的に示すことが可能となる 50。 

 

④福島県における地産地消率の回復 

福島県の学校給食における地場産物利用割合は、東日本大震災前（平

成 22年度）の９割程度まで回復している（平成 28年度）51。 

※学校給食における地場産物利用割合は福島県では 32.3％52となり、全国平均の 25.8％53

を大きく上回っている。 

 

⑤放射線の基本的事項及び健康影響 

小売・流通事業者については、食品及び飲料水の安全性に加え「１．

知ってもらう（２）伝えるべき内容①放射線の基本的事項及び健康影

響」の内容を理解してもらう必要がある。 

 

⑥福島県産品を購入できる場所 
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首都圏等における、福島県や農業関係団体等が主催する福島県産品

のフェア等の開催情報や、福島県産品の販売スペースを常時確保して

いる店舗の情報を発信する。 

 

⑦東京電力福島第一原子力発電所に関する情報 

東京電力福島第一原子力発電所や周辺環境の改善状況について、関

係府省庁における発信媒体の性質などを踏まえ、必要に応じて簡潔に

発信する。 

 

（３）発信の工夫 

①福島県産品の利用・販売促進 

(a)福島県産品の販売促進の観点からは、福島県産品の「魅力」や「美

味しさ」を発信することが最も重要である。加えて、福島県産品

を取り扱う小売・流通事業者に対しては、消費者に説明する立場

でもあることから安全性の発信も併せて行う必要がある。 

(b)福島県産品を実際に手に取ってもらい、食べて感じることを通じ

て、福島県産品の「魅力」や「美味しさ」のみならず、食品及び

飲料水の安全性も理解してもらえるようなシンボルとなるもの

（モモ等）を設定し、発信する。 

  

②国内に向けた情報発信 

(a)放射性物質の基準値の国際比較を行い、福島県を相対化した情報

を発信する。 

(b)放射線に関する情報発信のみを行うのではなく、食品リスク等の

情報と一体的に発信する。 

(c)未だ解明されていない点については、必要十分な表現を心掛ける。 

(d)福島県産農林水産物の放射性物質検査の結果について、継続的に

発信するとともに、受信者目線で分かりやすい工夫を行う。 

(e)食品及び飲料水の安全性について、インターネット、テレビ、電

車等における動画広告や新聞広告等のメディアミックスを活用

して発信する。 

 

③国外に向けた情報発信 
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(a)放射性物質の基準値の国際比較を行い、福島県を相対化した情報

を発信する。 

(b)FAO や IAEA 等の国際機関をはじめとした信頼されている第三者

機関による発信を活用する。 

※平成 29 年５月、来日中のグラツィアーノ FAO 事務局長は、「この困難な状況に直面

して，日本政府は非常に協力的で非常に透明性がある・・・（福島県産食品に関し）

現時点では，その食品の安全性に懸念を示す如何なる理由も見当たらない・・・モ

ニタリングシステムも整っており，国際的なプロトコルが遵守されている」と述べ

た 54。 

(c)輸入規制の緩和・撤廃に向けて、首脳・閣僚等によるハイレベル

な国際交渉のみならず、各種招聘や被災地への訪問ツアー、ホー

ムページやＳＮＳの活用により、「草の根」レベルから食品及び

飲料水の安全性を発信する。 

(d)草の根・口コミによる発信を期待し、在日外国人商工会等日本で

活動する団体の活用を検討する。 

 

（４）風評払拭に向けて取り組むべき具体的な施策 

①福島県産品の利用・販売促進 

(a)関係府省庁は連携して、福島県産品の利用について、経済団体、

都道府県、学校関係者等へ要請を行う。 

(b)関係府省庁において、「全閣僚が復興大臣」の精神でそれぞれ創

意工夫を行い、食堂・売店において、積極的に福島県産品を利用・

販売する。また、産地と連携しつつ出荷時期に合わせて効果的に

PRを行う取組も実施する。 

(c)施策を進めるに当たっては、福島県以外の被災地産品の利用・販

売促進にも配慮し、取り組むものとする。 

(d)関係府省庁は連携して、福島県産品のブランド力を強化し、取引

を活発化させるため、農林水産物に関する販路開拓や新規開拓の

支援を行う。 

(e)関係府省庁と福島県、農業関係団体等で構成する「福島県産農林

水産物の風評払拭対策協議会」を通じ、首都圏等でのフェア開催

情報等を取りまとめ、ふくしま応援企業ネットワークと連携し、

福島県産品を買える場所として発信する。 
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②福島県産農林水産物等の流通実態調査とその結果に基づく措置 

改正福島復興再生特別措置法（平成 29 年５月 19 日公布・施行）に

おいて、福島県産農林水産物等の販売等の実態調査や当該調査に基づ

く指導・助言等の措置を講じることを位置付けた。 

調査結果等も踏まえ、福島県産品の利用・販売促進に取り組むだけ

でなく、小売・流通事業者が福島県産農林水産物の安全性に関する理

解を一層深め、消費者からの問合せ等に適切に対応できるよう、関係

機関が連携して、小売・流通事業者への説明や理解を深めるための情

報提供等を行う。 

また、小売・流通事業者が福島県産農林水産物の安全性のみならず、

放射線に関する正しい知識も含めて理解できるよう、関係府省庁が連

携して取り組む。 

 

③輸入規制の緩和・撤廃に向けた外交ルート等による働きかけ 

(a)外国要人との会談等において、首脳・閣僚等ハイレベルで規制の

緩和・撤廃を申し入れる。 

(b)各国・地域の事情に応じ、在外公館からの発信や、先方政府当局

に対し申入れを実施する。 

(c)外国輸入規制当局者を招聘し、関係府省庁との意見交換や、福島

県の視察等を実施する。 

(d)国際会議、展示会等あらゆる機会を捉えて正確かつ最新の情報を

発信する。 

(e)客観的根拠に基づかない誤った情報については、政府関係機関が

緊密に協力し、毅然かつ冷静に対応を行う。 

 

④輸入規制の緩和・撤廃に向けた「草の根」からの働きかけ 

(a)多言語によるパンフレット、Q&A、アニメーション、動画等を活

用し、食品及び飲料水の安全性等を発信する。 

(b)外国人ブロガーによる現地訪問や試食・取材等を通じて福島県の

食の魅力を発信する。 

(c)バックパッカーの集まるゲストハウス等外国人観光客が集まる

場所において広報パンフレット等を活用した積極的なＰＲを実

施する。 
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(d)外国プレスを招聘して現地ツアー等を実施し、実際に福島県の今

を「見て」「食べて」「感じる」ことで、食品及び飲料水の安全性

等の理解の促進を図る。 

(e)在留外国人から福島県産食品及び飲料水の安全性を出身国へ発

信してもらえるよう、在留外国人への食品及び飲料水の安全性等

の理解の促進を図る。 

(f)独立行政法人国際交流基金（JF）による文化交流や独立行政法人

国際協力機構（JICA）のボランティア派遣隊員による情報発信を

活用し、食品及び飲料水の安全性等を発信する。 

 

⑤食品中の放射性物質に関するリスクコミュニケーションの推進 

(a)福島県に限らず、全国の大消費地において、各地で食品中の放射

性物質に係る意見交換会や研修会を行うことに加え、多くの子供

とその保護者が集まるイベント会場等の活用により、食品中の放

射性物質について理解増進を図る。 

(b)食品中の放射性物質に関して、パンフレット以外に動画コンテン

ツ等を活用することにより、消費者へより分かりやすい情報提供

を行う。 

(c)福島県産農林水産物等の安全性に関する消費者意識の実態調査

について、客観的情報を与えた場合との比較調査を行うなど工夫

し、風評を惹起しない観点からの見直しを行う。  
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３．来てもらう（観光業における風評の払拭） 

（１）伝えるべき対象 

①教師、PTA関係者及び教育旅行関係の旅行業者 

②海外から福島県への潜在的な観光客、インバウンド関係の旅行業者、

外国プレス及び在留外国人 

③県外から福島県への潜在的な観光客 

 

【対象とする理由】 

教育旅行については、人泊数・校数とも震災前の水準を依然として

下回っており、福島県の風評被害の典型例として取り上げられること

が多く、その対策が急務である。特に、修学旅行等の教育旅行の実施

を検討する主体である教師及び教育旅行のツアーを企画する旅行業者

に対し、情報発信を行うことが重要である。また、保護者が教育旅行

の行き先を福島県とすることに反対する事例があることから、PTA 関

係者の理解を促すことが必要である。さらに、東北地方、特に福島県

はインバウンドが低調であることから、潜在的な外国人観光客に情報

発信をすることが求められ、また、草の根からの発信が有効であると

の観点から外国プレス及び在留外国人も対象とすることが必要である。 

これら重点的な対象のほかにも県外からの観光客に対する情報発信

が必要である。 

 

（２）伝えるべき内容 

①福島県の旅行先としての「魅力」 

福島県には、歴史や自然に加え、東日本大震災、防災・減災、再生可

能エネルギー等、事故を経験した福島県ならではのコンテンツがある

こと。 

※福島県には、東日本大震災による地震・津波被害のみならず、事故を経験した土地でしか

学ぶことができないコンテンツが多く存在している。福島県では、復興に向け挑戦する「人

（団体）」との出会いや「福島県のありのままの姿（光と影）」を実際に見て、聴いて、学ん

で、そして希望を見つけてもらう「ホープツーリズム」を実施している。 

 

②福島県における空間線量率や食品等の安全 

(a)福島県における空間線量率は、全国や海外の主要都市、代表的観

光地とほぼ同水準となっており、福島県内に滞在しても健康上の
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影響はないこと（必要に応じて、「１．知ってもらう（２）伝える

べき内容①放射線の基本的事項及び健康影響」を伝える。）。 

(b)福島県産食品や飲料水は、放射性物質に関する検査の徹底により、

安全が確保されていること(必要に応じて、「１．知ってもらう（２）

伝えるべき内容②食品及び飲料水の安全を守る仕組みと放射性

物質の基準」を伝える。)。 

 

③海外向けのコンテンツ 

上記の①、②に加えて、外国人観光客等には以下の情報を発信する

必要がある。 

(a)福島県の現在の避難指示区域は県全体面積の約 2.7％であり、そ

れ以外の大部分の区域では通常の生活が可能であること 

   ※福島県の県土面積は、北海道、岩手県に次いで全国 3位の広さを有する。 

(b)福島県では、約 200万人が通常の生活を送っていること 

(c)福島県内の空間線量率の海外との比較 

(d)福島県に関する情報に加えて東北・関東周遊に関する情報 

 

④教育旅行を実施する県外の学校等への福島県による支援策 

教育旅行を実施する県外の学校や合宿を実施する団体に対し、その

移動に係るバス経費等の交通費や宿泊費等の一部を福島県が補助する

支援制度があること 55。 

 

⑤東京電力福島第一原子力発電所に関する情報 

  東京電力福島第一原子力発電所の現状について、関係府省庁におけ

る発信媒体の性質などを踏まえ、必要に応じて簡潔に発信する。 

 

（３）発信の工夫 

 ①教育旅行関係者への発信 

(a)「ホープツーリズム」等を通じて主体的・対話的で深い学びが可

能なことを発信する。 

(b)モニターツアーに参加した生徒等の生の声を伝える。 

(c)PTA関係者向けに、これまで多くの生徒等が福島県を訪問してい

ることについて発信する。 
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(d)教育旅行の各種パンフレットを整理するなど、現場の使い勝手も

踏まえた発信の工夫を検討する。 

 

②海外の居住者（潜在的な旅行者層）への発信 

(a)「３．来てもらう（２）伝えるべき内容①福島県の旅行先とし

ての「魅力」～③海外向けのコンテンツ」について、以下の機

関等を通じて発信する。 

    ⅰ）政府機関 

    ⅱ）福島県 

    ⅲ）福島県内の観光協会等 

    ⅳ）在外日本大使館や総領事館 

    ⅴ）独立行政法人国際観光振興機構（JNTO）、独立行政法人日本

貿易振興機構（JETRO）、JICA、JF等の本部及び海外事務所 

    ⅵ）日系企業が関与している在外商工会、在外福島県人会 

ⅶ）在外の日本文化関連団体、日本語学科を有する大学、日本

語学校等 

    ⅷ）日本国内の日本語学校 

    ⅸ）在日外国人商工会 

   ⅹ）公益社団法人日本青年会議所等 

(b)また、上記の(a)の発信に際しては、パンフレット、ＰＲ動画等

のコンテンツを復興庁、外務省、経産省等が開発する。 

(c)一般的に利用されている検索エンジンにおいて「Fukushima」を

検索した場合に、ネガティブな検索結果が大半を占めることに対

して、ポジティブな福島県の画像が検索されやすくする取組を福

島県と検討する。 

 

③県外の居住者（潜在的な旅行者層）への発信 

(a)放射線に関する正しい知識や食品及び飲料水の安全性について、

インターネット、テレビ、電車等における動画広告や新聞広告な

どメディアミックスを活用して発信を行う。 

(b)あわせて、震災から立ち上がり前を向いて取り組む姿勢や被災者

の生の声を発信することで、心を動かす。 

 

（４）風評払拭に向けて取り組むべき具体的な施策 

①県外からの旅行客の回復に向けた施策 
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(a)福島県ならではのコンテンツを発信する。特に「ホープツーリズ

ム」等の取組を推進する。 

※観光客数の回復が遅れている浜通りに来てもらうためにも有効。 

(b)福島県と連携し、福島県内の体験プログラムの内容や受け入れ団

体の情報を集約して教育関係者（学校、PTA等）や企業等に対し

て発信する。 

 

②上記①のうち、教育旅行の回復に向けた施策 

(a)東日本大震災前に福島県への教育旅行の実績があった地域・学校

への働きかけの支援を行う。 

(b)復興のシンボルとして、Jヴィレッジ（復興した姿）、福島県環境

創造センター交流棟「コミュタン福島」（放射線教育）等を紹介

する。 

(c)文部科学省等と連携し、全国の PTA関係者や教育長、教育委員会

関係者が集まる場等で教育旅行回復に向けた周知を行う。また、

福島県への教育旅行の理解を促すため、PTA関係者が参加する研

修旅行の訪問先として、福島県を選択してもらうように働きかけ

を行う。 

(d)教育旅行の実施に関して、旅行業者から学校に対して積極的な提

案がなされるよう、観光庁、復興庁及び文部科学省が連携して旅

行業界団体に要請を行う。 

(e)教育機関の求めに応じて、教育旅行の行き先決定前の保護者向け

説明会等において、環境省が放射線の正しい知識及び滞在場所の

放射線量の状況について、対象の児童生徒及びその保護者に説明

する取組を実施する。 

   

③海外からの旅行者の回復に向けた施策 

(a)全世界を対象としたデスティネーション・キャンペーンとして、

知名度向上のための東北の魅力発信や外国のメディア・旅行業者

の招聘等、福島県を含めた東北を対象としたプロモーションを実

施する。 

(b)外国人観光客を対象とした「ホープツーリズム」を検討する。 

(c)バックパッカーの集まるゲストハウス等において広報パンフレ

ット等を活用した積極的なＰＲを実施する。 
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(d)外国プレス等に向けて、東京電力福島第一原子力発電所への視察

ツアーの提供などを積極的に行う。 

 

④上記③のうち、外国プレス及び在留外国人による「草の根」からの

発信に係る施策 

(a)外国人ブロガーによる現地訪問・取材を通じて福島県の食・農・

観光の魅力を発信する。 

(b)福島県内の在留外国人の取組を在京海外メディアに取材しても

らえるよう、外国プレスを招聘して、実際に福島県の今を「見て」

「食べて」「感じる」現地ツアーを実施する。 

(c)在留外国人から福島県内の観光地の安全性を出身国へ発信して

もらえるよう、在留外国人への観光地の安全性等の理解の促進を

図る。 
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